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平成 22 年９月 21 日 

各    位 

会 社 名 株式会社メイコー 

代表者の役職名 代表取締役社長 名屋佑一郎 

(ＪＡＳＤＡＱ コード番号 6787) 

問 い 合 わ せ 先 執行役員 経理部長 花田弘志 

Ｔ Ｅ Ｌ 0467－76－6001 

 

業務提携に伴う第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 

当社は、ドイツ連邦共和国の大手電子回路基板製造販売会社であるシュバイツァー エレクトロニッ

ク社（正式名称：Schweizer Electronic Aktiengesellschaft）（以下ＳＥＡＧ社という）との間で平成 21

年４月 24 日に締結した業務提携についての基本合意に基づき、平成 22 年９月 21 日開催の当社取締役

会において、下記のとおり業務提携に伴う第三者割当による自己株式の処分について決議いたしまし

たので、お知らせいたします。 

 

記 

１．処分要領 

（1）処分期日 平成 22 年 10 月 12 日 

（2）処分株式数 普通株式 313,600 株 

（3）処分価格 １株につき 1,688 円 

（4）資金調達の額 529,356,800 円 

（5）処分方法 第三者割当による処分 

（6）処分先 独シュバイツァー エレクトロニック社 

（7）その他 該当事項はございません。 

 

 

２．処分の目的及び理由 

当社は、電子回路基板の製造及び販売を主要な事業としておりますが、欧州市場での自動車部品、

太陽光発電装置等の分野への基板供給に関する販路拡大のため、ドイツの電子回路基板製造会社であ

るＳＥＡＧ社との間で、平成 21 年４月 24 日付で業務提携に関する基本合意書、さらに、平成 21 年７

月 17 日付で欧州における販売委託契約を締結し、欧州市場での販売展開を進めて参りました。そして、

当社が欧州市場で更なる販売展開を行うにあたっては、ＳＥＡＧ社との技術協力を志向する必要があ

るとともに、欧州市場における重要顧客に対してＳＥＡＧ社の関係をより強固なものとして当社の欧

州市場における供給責任を明確化する必要があると考えております。また、近年の電子回路基板業界

での国際的な企業再編動向等に鑑みますと、ＳＥＡＧ社との関係の強化は喫緊の課題と考えるに至り、

このたび、当社は、ＳＥＡＧ社を割当先とする本自己株式処分を行うとともに、ＳＥＡＧ社の自己株
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式を取得することによる資本提携を行うことといたしました。当該資本提携の概要は、以下の通りで

す。 

・ 当社は、ＳＥＡＧ社の自己株式 18 万株を総額 4,724,820 ユーロ（約 529,510,577 円相当）で買

受ける。 

・ ＳＥＡＧ社は、当社の自己株式 313,600 株を総額 529,356,800 円（約 4,723,448 ユーロ相当）

で引受ける。 

 

（今後の予定） 

平成 22 年９月 21 日  当社とＳＥＡＧ社の間で、ＳＥＡＧ社の自己株式につき

Share Purchase Agreement（株式売買契約）を、また、当

社自己株式処分に係る有価証券届出書の効力発生を条件と

して当社自己株式につき Share Subscription Agreement

（株式引受契約）を締結 

平成 22 年 10 月７日 （予定） 当社がＳＥＡＧ社の自己株式を取得 

平成 22 年 10 月 12 日 （予定） ＳＥＡＧ社に対し当社の自己株式を処分 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（1）調達する資金の額（差引手取概算額） 

処 分 総 額 529,356,800 円 

処分費用概算額 ０円 

差引手取概算額 529,356,800 円 

 

（2）調達する資金の具体的な使途 

上記差引手取概算額 529,356,800 円につきましては、本自己株式処分の割当先でもあるＳＥＡＧ社

の自己株式 18 万株（発行済株式総数の５％）を株式取得資金の支払に充当する予定です。なお、実際

には、当社によるＳＥＡＧ社への自己株式取得代金の支払が、本自己株式処分による調達資金の受領

に先立つことになりますが、かかる株式取得代金の支払は、当社が現在保有している現預金により行

います。また、当社が自己株式の処分によりＳＥＡＧ社から受領する資金自体は、引き続き現預金と

して保有する予定です。 

 

（3）調達する資金の支出予定時期 

平成 22 年 10 月７日 

なお、上記のとおり、当社が自己株式の処分によりＳＥＡＧ社から受領する資金自体は、引き続き

現預金として保有する予定です。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

調達する資金は、実質的には、処分先であるＳＥＡＧ社の自己株式取得代金に充当するものであり、

両社の関係強化に資するものであることから、合理性があるものと考えております。 
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５．処分条件等の合理性 

（1）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

払込金額は、当該処分に係る取締役会決議の直前５取引日（平成 22 年９月 13 日から平成 22 年９月

17 日まで）の株式会社大阪証券取引所における当社株式の終値の平均値である 1,688 円（円未満切捨

て）であります。 

直前５取引日の当社株式の終値の平均値を採用することにいたしましたのは、特定の一時点を基準

にするより、一定期間の平均株価という平準化された値を採用する方が、一時的な株価変動の影響な

ど特殊要因を排除できると判断したこと、また、割当先であるＳＥＡＧ社との間で処分価格の算定方

法につき協議を行った結果、本自己株式処分の処分価格および当社がＳＥＡＧ社から買い受けるＳＥ

ＡＧ社自己株式の買取価格それぞれの算定根拠を同一のものとして、それぞれ直前５取引日の終値の

平均値とすることが合理的と判断したためです。 

なお、払込金額 1,688 円は、当該処分に係る取締役会決議の直前取引日における当社株式の終値

1,710 円との乖離率が△1.29%、直近１ヶ月間における当社株式の終値の平均値 1,540 円との乖離率が

9.61%、直近３ヶ月間における当社株式の終値の平均値 1,696 円との乖離率が△0.47%、直近６ヶ月間

における当社株式の終値の平均値 1,821 円との乖離率が△7.30%となっております。また、当社は、平

成 22 年８月 10 日には、平成 23 年３月期第２四半期及び通期の業績予想を、連結ベース・個別ベース

いずれについても上方修正しておりますが、上方修正発表翌日から取締役会決議日の直前取引日まで

の 28 営業日における当社株式の終値の平均は 1,562 円であり、処分価格の同平均価格に対する乖離率

は 8.07%であります。以上の状況を勘案しますと、当社の経営状況、市場環境等を総合考慮し、当社

といたしましては合理的な価格であると判断しております。 

上記の平均値および払込金額との差額割合を検討するに、払込金額のディスカウント率は最大でも

7.30％であり、払込金額を上回る平均値も複数ある状況であって、これらを考慮の上、当社の経営状

況、市場環境等を総合的に考慮して、本自己株式処分に係る処分価格は、特に有利な価格とはいえな

いと判断しております。また、上記処分価格の適法性につきましては、当該処分に係る本取締役会に

参加した当社監査役全員から、当社株式の価値を表す客観的な値である市場価格を基準にしており、

日本証券業協会の「第三者割当増資等の取扱いに関する指針」を勘案して決定されていること、参考

とした市場価格は、取締役会決議の直前５取引日の終値であり、当社の直近の状況が市場に反映され

ていると考えられることから、上記算定根拠による本株式の処分に係る処分価格は有利発行にあたら

ない旨の意見を得ております。 

 なお、今回のＳＥＡＧ社に対する自己株式処分と同時期に、当社がＳＥＡＧ社から買受けるＳＥＡ

Ｇ社自己株式の 1 株あたりの売買価格は、当該売買に係る当社取締役会決議の直前５取引日（平成 22

年９月 14 日から平成 22 年９月 20 日まで）のフランクフルト証券取引所におけるＳＥＡＧ社株式の終

値の平均値である 26.249 ユーロ（小数点３位未満切捨て）であります。 

 

（2）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

今回の自己株式処分による株式数の発行済株式数に占める割合は 1.62％であり、一定の希薄化をも

たらすことになります。しかしながら、今回のＳＥＡＧ社への第三者割当はＳＥＡＧ社との関係強化

による事業規模拡大と企業価値の向上に資するものであり、希薄化の規模は合理的であるとともに流
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通市場への影響は軽微であると判断しております。 

 

６．処分先の選定理由等 

（1）処分先の概要（平成 22 年３月 31 日現在） 

① 名 称 Schweizer Electronic Aktiengesellschaft 

② 所 在 地 ドイツ連邦共和国 シュランベルク市（Schramberg） 

③ 代表者の役職・氏名 Dr. Mark Schweizer (CEO) 

④ 事 業 内 容 電子回路基板および電子部品の製造販売 

⑤ 資 本 金 9,203,254 ユーロ（約９億９千万円） 

円換算は、平成 22 年９月 10 日のレートを使用しています 

⑥ 設 立 年 月 日 1849 年 10 月 

⑦ 発 行 済 株 式 数 3,600,000 株 

⑧ 決 算 期 12 月 

⑨ 従 業 員 数 591 名 

⑩ 主 要 取 引 先 一般法人（自動車、太陽光発電装置、電子機器等各種関連企業ほか）

等 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 Kreissparkasse Rottweil  

⑫ 大株主及び持株比率 Gerhard Schweizer 相続財団  16.01％ 

Christoph  Schweizer   15.75％ 

（Gerhard Schweizer は現 COO である Bernd Schweizer の親族で

あり、 Christof Schweizer は現 CEO である Marc Schweizer の親

族であります。） 

⑬ 当事会社間の関係 資  本  関  係 該当事項はございません。 

  人  的  関  係 当社より出向者が 1 名ございます。 

  取  引  関  係 平成 21年７月 17日締結の販売委託契約に基づ

き、当社子会社より電子回路基板を納品してお

ります。 

  関連当事者への 

該 当 状 況 

該当事項はございません。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財政状態               （単位：千ユーロ） 

円換算は、平成 22 年９月 10 日のレートを使用しています 

 決 算 期 平成 19 年 12 月 平成 20 年 12 月 平成 21 年 12 月 

 連 結 純 資 産 12,451 

（1,336 百万円） 

20,136 

（2,160 百万円） 

15,669 

（1,681 百万円） 

 連 結 総 資 産 74,909 

（8,039 百万円） 

60,710 

（6,515 百万円） 

50,772 

（5,448 百万円） 
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 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 

（ユーロ） 

20.80 

（2,232 円） 

16.86 

（1,809 円） 

14.10 

（1,513 円） 

 連 結 売 上 高 78,135 

（8,385 百万円） 

81,793 

（8,778 百万円） 

65,834 

（7,065 百万円） 

 連 結 営 業 利 益 2,144 

（230 百万円） 

△1,942 

（△208 百万円） 

△4,029 

（△432 百万円） 

 連 結 経 常 利 益 2,144 

（230 百万円） 

△1,942 

（208 百万円） 

△4,029 

（432 百万円） 

 連 結 当 期 純 利 益 △2,118 

（△227 千円） 

△7,344 

（△788 千円） 

△4,466 

（△479 千円） 

 １株当たり連結当期純利益 

（ユーロ） 

△0.58 

（△62 円） 

△2.04 

（△219 円） 

△1.24 

（△133 円） 

 １ 株 当 た り 配 当 金 

（ユーロ） 
配当無し 配当無し 配当無し 

※ 当該会社は反社会的勢力と関係がないことを確認し、その旨の確約書を株式会社大阪証券取引所に

提出しております。 

※ 会計基準の差異のため、連結経常利益は連結営業利益と同額としております。 

 

（2）処分先を選定した理由 

当社は、平成 21 年４月 24 日に締結いたしました基本合意書に基づき、平成 21 年７月 21 日にＳＥ

ＡＧ社と欧州における販売委託契約を締結しております。今後も両社の関係を技術協力も含めてより

強固なものとするため、このたびＳＥＡＧ社を処分先とする株式引受契約による資本提携を行うこと

といたしました。 

 

（3）処分先の保有方針 

当社とＳＥＡＧ社は、今後欧州市場における販路拡大に向けて更なる協業を図るため、本自己株式

処分を通じて行った資本提携関係を継続する予定であり、割当先であるＳＥＡＧ社からは、本自己株

式処分に係る当社株式の保有方針について長期的に継続して保有する意向である旨、確認しておりま

す。 

当社は、ＳＥＡＧ社との間で、自己株式処分の払込期日（平成 22 年 10 月 12 日）から２年間につい

て、ＳＥＡＧ社が割当を受ける当社株式の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を受けた者の氏名

又は名称及び譲渡株式数等の内容を直ちに当社に書面により報告する旨、並びに当社が当該報告内容

等を株式会社大阪証券取引所に報告し、当該報告内容が公衆縦覧に供されることについて同意する旨

の確約書を締結する予定です。なお、当該確約書を締結することについてＳＥＡＧ社の内諾を得てお

ります。 

 

（4）処分先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、当社自己株式の処分に先立ち、ＳＥＡＧ社株式 18 万株の取得代金として 4,724,820 ユーロ
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（約 529,510,577 円相当）をＳＥＡＧ社に支払った後、ＳＥＡＧ社からは受領する取得代金を当社の

自己株式取得の払込に充当する旨の確約を得ております。また、当社は、ＳＥＡＧ社の 2010 年 12 月

期の中間財務報告書の損益計算書及び貸借対照表に記載の売上高、総資産額、総資産額、現預金等の

状況を確認することにより、当社が支払うＳＥＡＧ社株式取得代金が、本自己株式処分の払込に充当

されるまでに毀損する見込みはないと考えております。したがって、当社の自己株式割当先であるＳ

ＥＡＧ社が払込みに要する財産を有することは確実であります。 

 

７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成 22 年３月 31 日） 処分後 

名屋佑一郎 24.20% 名屋佑一郎 24.20% 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
7.88% 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
7.88% 

株式会社メイコー（自己株式） 
4.86% 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
4.46% 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
4.46% 株式会社メイコー（自己株式） 3.24% 

名幸興産株式会社 3.14% 名幸興産株式会社 3.14% 

有限会社ユーホー 2.69% 有限会社ユーホー 2.69% 

名屋晴行 2.51% 名屋晴行 2.51% 

名屋精一 2.26% 名屋精一 2.26% 

株式会社三井住友銀行 1.94% 株式会社三井住友銀行 1.94% 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1.94% 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1.94% 

（注１） 処分後の大株主及び持株比率については、平成 22 年３月 31 日現在の株主を基準として記

載しております。 

 

８．今後の見通し 

本件の当期業績への影響につきましては、現時点では算定中であり、今後、具体的な内容を協議し

ていく過程で業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合には、速やかにお知らせいたしま

す。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当は、①希釈化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものでないことか

ら、株式会社大阪証券取引所の定める｢ＪＡＳＤＡＱ等における企業行動規範に関する規則の特例」第

２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 
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１０．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（1）最近３年間の業績                         （単位：百万円） 

決 算 期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

売 上 高 78,516 75,806 69,823 

営 業 利 益 7,307 1,760 3,793 

経 常 利 益 6,836 953 2,695 

当 期 純 利 益 5,640 522 1,828 

１株当たり当期純利益(円) 328.57 30.17 107.39 

１株当たり配当金(円) 37.50 30.00 20.00 

１株当たり純資産(円) 2,026.96 2,062.17 2,067.25 

 

（2）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況        （平成 22 年３月 31 日現在） 

種   類 株  式  数 発行済株式数に対する比率

発 行 済 株 式 数 19,403,320 100% 

現 時 点 の 転 換 価 額 （ 行 使

価 格 ） に お け る 潜 在 株 式 数
－ － 

下限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
－ － 

上限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
－ － 

 

（3）最近の株価の状況 

①最近３年間の状況                            （単位：円） 

 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

始 値 4,390 3,230 974 

高 値 4,980 3,450 2,470 

安 値 2,135 469 954 

終 値 3,230 958 1,989 

 

②最近６ヶ月間の状況                              （単位：円） 

 平成 22 年 

４月 

平成 22 年 

５月 

平成 22 年 

６月 

平成 22 年 

７月 

平成 22 年 

８月 

平成 22 年 

９月 

始 値 1,981 1,951 1,900 1,925 1,691 1,353 

高 値 2,140 1,994 2,057 1,960 1,760 1,723 

安 値 1,935 1,708 1,821 1,650 1,352 1,307 

終 値 2,016 1,900 1,899 1,750 1,371 1,710 
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③処分決議日の直前取引日における株価（単位：円） 

 平成 22 年９月 17 日 

始 値 1,670 円 

高 値 1,723 円 

安 値 1,660 円 

終 値 1,710 円 

 

（4）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

○公募増資および第三者割当による新株式発行 

発 行 期 日 (1)有償一般募集   

   平成 22 年２月１日 

(2)オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当 

   平成 22 年２月 24 日  

調 達 資 金 の 額 (1)有償一般募集   

2,980,500,000 円（差引手取概算額） 

(2)オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当 

389,452,000 円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 (1)有償一般募集 

1,987 円 

(2)オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当 

1,987 円 

募集時における発行済株式数 17,707,320 株 

当該増資による発行株式数 (1)有償一般募集 

1,500,000 株 

(2)オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当 

196,000 株 

募集後における発行済株式数 19,403,320 株 

割 当 先 (1)有償一般募集 

一般募集 

(2)オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当 

野村證券株式会社 

当該募集による潜在株式数 － 

当 初 の 資 金 使 途 中国武漢第二工場設備投資およびベトナム工場建設資金 

当 初 の 支 出 予 定 時 期 平成 22 年 

現 時 点 に お け る 充 当 状 況 中国武漢第二工場は設備導入が終わり稼働開始 

ベトナム工場は今秋竣工予定 
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１１．処分要領 

(1) 処 分 株 式 数  普通株式 313,600 株 

(2) 処 分 価 格  １株につき 1,688 円 

(3) 処分価額の総額  529,356,800 円 

(4) 処 分 方 法  第三者割当による処分 

(5) 処 分 期 日  平成 22 年 10 月 12 日 

(6) 処分後の自己株式  629,100 株 

（上記処分後の自己株式は、平成 22 年３月 31 日現在の自己株式数を基準として記載しておりま

す） 

(7) 処 分 先  独シュバイツァー エレクトロニック社 

 

以上 

 


